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国 港 総 第 ４ ３ 号 

令 和 ４ 年 ４ 月 １ ９ 日 

 

各地方整備局 総務部 総括調整官 殿 

 

  港湾局総務課長   

  （公印省略）   

 

 

「工事請負契約等における契約の保証に関する取扱いについて」の一部改正について 

 

直轄工事及び建設コンサルタント業務等における契約手続きの電子化を推進するため、

今般、「「工事請負標準契約書の制定について」等の一部改正について」（令和４年３月１

８日付け国港総第７１３号）により各種契約書を改正したところである。 

これに伴い、下記のとおり「工事請負契約等における契約の保証に関する取扱いについ

て」（平成８年２月１６日付け国港総第２７１号）の一部を改正することとしたので通知

する。 

 

記 

 

（工事請負契約等における契約の保証に関する取扱いについての一部改正）  

 「工事請負契約等における契約の保証に関する取扱いについて」（平成８年２月 16 日付

け国港総第２７１号）の一部を次のように改正する。 

 「工事請負契約等における契約の保証に関する取扱いについて」記中次の表により、

改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定

の傍線を付した部分のように改め、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げるその標記部

分に二重傍線を付した規定（以下「対象規定」という。）は、改正前欄に掲げる対象規定

を改正後欄に掲げる対象規定として移動し、改正前欄に掲げる対象規定で改正後欄にこ

れに対応するものを掲げていないものは、これを削り、改正後欄に掲げる対象規定で改

正前欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを加える。 

 

改正後 改正前 

１ 工事請負契約における契約の保証 

①  （略） 

② ①の規定による金融機関等が交付する

金融機関等の保証に係る保証書、保険会

社等が交付する公共工事履行保証証券に

１ 工事請負契約における契約の保証 

① （略） 

（新設） 
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係る証券又は保険会社が交付する履行保

証保険契約に係る証券の提出に代えて、

電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法（以下

「電磁的方法」という。）であって金融機

関等が定め契約担当官等の認める措置を

講ずること（以下「電磁的方法による提

出」という。）ができるものとする。この

場合において、落札者は当該保証書又は

証券を提出したものとみなす。 

③ ①の規定にかかわらず、工事請負標準

契約書運用通達第４条関係に規定すると

おり、予算決算及び会計令（昭和 22 年勅

令第 165 号）第 100 条の２第１項第１号

の規定により工事請負契約書の作成を省

略できる工事請負契約である場合は、契

約の保証を要しないものとする。 

（削る） 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 契約担当官等は特段の事情があり役務

的保証を必要とする場合は、工事請負標

準契約書運用通達第４条関係においてあ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ①の規定にかかわらず、工事請負標準

契約書運用通達第４条関係に規定すると

おり、次のイ又はロのいずれかに該当す

る場合は、契約の保証を要しないものと

する。 

 

 

イ 予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令

第 165 号）第 100 号の２第１項第１号

の規定により工事請負契約書の作成を

省略できる工事請負契約である場合。 

ロ 落札者が共同企業体である場合。た

だし、当該共同企業体の構成員の全部

が中小企業者（中小企業基本法（昭和 38

年法律第 154 号）第２条第１号に規定

する会社及び個人をいう。）であって、

その数が３人以下である場合又は構成

員のうち工事施工能力が最低と認めら

れる者の等級（契約業者取扱要領（昭和

55 年 12 月１日付け港管第 3722 号）第

６条、数値の算定及び等級の格付け要

領（昭和55年12月１日付け港管第3722

号）第５条の規定により付された等級

をいう。）が当該共同企業体の等級より

２等級以上下位であるものを含む場合

を除く。  

③ 契約担当官等は特段の事情があり役務

的保証を必要とする場合は、工事請負標

準契約書運用通達第４条関係においてあ
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らかじめ別途協議することとされている

ので、当該取扱いについて本省港湾局総

務課に協議すること。 

らかじめ別途協議することとされている

ので、当該取扱いについて本省港湾局総

務課に協議すること。 

２ 請負契約締結時における取扱い 

（１）・（２） （略） 

（３）金融機関等の保証についての取扱い 

① 契約担当官等は、落札者から、工事

請負契約書案の提出とともに工事請負

契約についての金融機関等の保証に係

る保証書の提出を受けたときは、次に

掲げる事項等に誤りがないかを確認の

上、工事請負契約を締結するものとす

る。 

イ （略） 

 ロ 保証人が金融機関等であること。

また、電磁的方法による提出の場合

を除き、押印（印刷済みのものを含

む。）があること。 

 ハ～リ （略）   

②  工事請負契約を締結後、保証書（電磁

的方法による提出の場合はその出力書

面又は電磁的記録）は、工事請負契約

書と一緒に綴り、又は保管しておくもの

とする。 

（４）公共工事履行保証証券及び履行保証保

険についての取扱い 

① 契約担当官等は、落札者から、工事

請負契約書案の提出とともに工事請負

契約についての公共工事履行保証証券

に係る証券（履行保証保険の場合にあ

っては、履行保証保険に係る証券。以

下同じ。）の提出を受けたときは、次

に掲げる事項等に誤りがないかを確認

の上、工事請負契約を締結するものと

する。 

イ （略） 

 ロ 保証人（履行保証保険の場合にあ

っては、保険会社）の記名押印（印

刷済みのものを含む。電磁的方法に

２ 請負契約締結時における取扱い 

（１）・（２） （略） 

（３）金融機関等の保証についての取扱い 

① 契約担当官等は、落札者から、工事

請負契約書案の提出とともに工事請負

契約についての金融機関等の保証に係

る保証書の提出を受けたときは、次に

掲げる事項等提出書類に誤りがないか

を確認の上、工事請負契約を締結する

ものとする。 

イ （略） 

 ロ 保証人が金融機関等であり、押印

（印刷済みのものを含む。）がある

こと。 

  

 ハ～リ （略）   

② 工事請負契約を締結後、保証書は、工

事請負契約書と一緒に綴っておくもの

とする。 

 

 

（４）公共工事履行保証証券及び履行保証保

険についての取扱い 

① 契約担当官等は、落札者から、工事

請負契約書案の提出とともに工事請負

契約についての公共工事履行保証証券

に係る証券（履行保証保険の場合にあ

っては、履行保証保険に係る証券。以

下同じ。）の提出を受けたときは、次

に掲げる事項等提出書類に誤りがない

かを確認の上、工事請負契約を締結す

るものとする。 

イ （略） 

 ロ 保証人（履行保証保険の場合にあ

っては、保険会社）の記名押印（印

刷済みのものを含む。）があるこ
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よる提出の場合は保証人の氏名又は

名称の記載）があること。 

 ハ～ト （略） 

② 工事請負契約を締結後、公共工事履

行保証証券に係る証券（電磁的方法

による提出の場合はその出力書面又

は電磁的記録）は、工事請負契約書

と一緒に綴り、又は保管しておくも

のとする。 

と。 

 

 ハ～ト （略） 

② 工事請負契約を締結後、公共工事履

行保証証券に係る証券は、工事請負

契約書と一緒に綴っておくものとす

る。 

 

３ 受注者の債務不履行による解除時の取扱い 
 契約担当官等は、工事請負契約書（工事請

負契約書通達によるものをいう。以下同じ。）

第４７条各号若しくは第４８条各号のいず

れかに該当するときは、すみやかに、工事請

負契約を解除するものとする。ただし、工期

経過後相当の期間内に工事を完成する見込

みがあるときは、工事請負契約書第５５条第

１項第１号の規程により損害金を徴収して

工事を完成させても差し支えない。 
(1) 契約保証金についての取扱い 

① 契約担当官等は、工事請負契約書第４

７条若しくは第４８条の規程に基づ

き、契約を解除した場合は、歳入歳出外

現金出納官吏に契約保証金に係る保管

金を歳入へ納付する旨の依頼書（別記

様式２）を提出するものとする。なお、

依頼書の写しを工事請負契約書と一緒

に綴っておくものとする。 
② （略） 
③ 契約担当官等は、工事請負契約書第５

５条第２項に規定する違約金の金額が

契約保証金の金額を超過している場合

は、別途、受注者から超過額を徴収する

ものとする。 
 (2) 契約保証金に代わる担保としての国債に

ついての取扱い 
① 契約担当官等は、工事請負契約書第４

７条若しくは第４８条の規定に基づ

き、契約を解除した場合は、有価証券取

３ 受注者の債務不履行による解除時の取扱い 
 契約担当官等は、工事請負契約書（工事請

負契約書通達によるものをいう。以下同じ。）

第４７条第１項各号のいずれかに該当する

ときは、すみやかに、工事請負契約を解除す

るものとする。ただし、工期経過後相当の期

間内に工事を完成する見込みがあるときは、

工事請負契約書第４５条第１項の規程によ

り損害金を徴収して工事を完成させても差

し支えない。 
(1) 契約保証金についての取扱い 

① 契約担当官等は、工事請負契約書第４

６条第１項の規程に基づき、契約を解

除した場合は、歳入歳出外現金出納官

吏に契約保証金に係る保管金を歳入へ

納付する旨の依頼書（別記様式２）を提

出するものとする。なお、依頼書の写し

を工事請負契約書と一緒に綴っておく

ものとする。 
② （略） 
③ 契約担当官等は、工事請負契約書第４

７条第２項に規定する違約金の金額が

契約保証金の金額を超過している場合

は、別途、受注者から超過額を徴収する

ものとする。 
 (2) 契約保証金に代わる担保としての国債に

ついての取扱い 
① 契約担当官等は、工事請負契約書第４

７条第１項の規定に基づき、契約を解

除した場合は、有価証券取扱主任官に
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扱主任官に契約保証金に代わる振替国

債が国庫へ帰属した旨の通知書（別記

様式３）を提出するものとする。なお、

通知書の写しを工事請負契約書と一緒

に綴っておくものとする。 
② （略） 
③ 契約担当官等は、工事請負契約書第５

５条第２項に規定する違約金の金額が

契約保証金の金額を超過している場合

は、別途、受注者から超過額を徴収する

ものとする。 
(3) 金融機関等の保証についての取扱い 

① 契約担当官等は、工事請負契約書第４

７条若しくは第４８条の規定に基づ

き、契約を解除したときは、請求金額の

欄に違約金の金額（ただし、保証金額が

違約金の金額未満の場合は保証金額）

を記載した保証金請求書（別記様式５）

及び解除通知の写しを金融機関等に提

出し、歳入徴収官（分任官及び代理を含

む。以下同じ。）に債権発生の通知を行

うものとする。なお、保証金請求書及び

債権発生の通知の写しは、工事請負契

約書と一緒に綴っておくものとする。 
② （略） 
③ 契約担当官等は、工事請負契約書第５

５条第２項に記載の違約金の金額が保

証金額を超過している場合は、別途、受

注者から超過額を徴収するものとす

る。 
(4) 公共工事履行保証証券及び履行保証保険

についての取扱い 
① 契約担当官等は、工事請負契約書第４

７条若しくは第４８条の規定に基づ

き、契約を解除したときは、請求金額の

欄に違約金の金額（ただし、保証金額

（履行保証保険の場合にあっては、保

険金額）が違約金の金額未満の場合に

は保証金額（履行保証保険の場合にあ

契約保証金に代わる振替国債が国庫へ

帰属した旨の通知書（別記様式３）を提

出するものとする。なお、通知書の写し

を工事請負契約書と一緒に綴っておく

ものとする。 
② （略） 
③ 契約担当官等は、工事請負契約書第４

７条第２項に規定する違約金の金額が

契約保証金の金額を超過している場合

は、別途、受注者から超過額を徴収する

ものとする。 
(3) 金融機関等の保証についての取扱い 

① 契約担当官等は、工事請負契約書第４

７条第１項の規定に基づき、契約を解

除したときは、請求金額の欄に違約金

の金額（ただし、保証金額が違約金の金

額未満の場合は保証金額）を記載した

保証金請求書（別記様式５）及び解除通

知の写しを金融機関等に提出し、歳入

徴収官（分任官及び代理を含む。以下同

じ。）に債権発生の通知を行うものとす

る。なお、保証金請求書及び債権発生の

通知の写しは、工事請負契約書と一緒

に綴っておくものとする。 
② （略） 
③ 契約担当官等は、工事請負契約書第４

７条第２項に記載の違約金の金額が保

証金額を超過している場合は、別途、受

注者から超過額を徴収するものとす

る。 
(4) 公共工事履行保証証券及び履行保証保険

についての取扱い 
① 契約担当官等は、工事請負契約書第４

７条第１項の規定に基づき、契約を解

除したときは、請求金額の欄に違約金

の金額（ただし、保証金額（履行保証保

険の場合にあっては、保険金額）が違約

金の金額未満の場合には保証金額（履

行保証保険の場合にあっては、保険金
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っては、保険金額））を記載した保証金

請求書（別記様式４）（履行保証保険の

場合にあっては、保険金請求書（別記様

式４）。以下同じ。）、解除通知の写し及

び公共工事履行保証証券に係る証券

（履行保証保険の場合にあっては、履

行保証保険契約に係る証券）を保険会

社に提出し、歳入徴収官に債権発生の

通知を行うものとする。なお、保証金請

求書及び債権発生の通知の写しは、工

事請負契約書と一緒に綴っておくもの

とする。 
② （略） 
③ 契約担当官等は、工事請負契約書第５

５条第２項に記載の違約金の金額が保

証金額（履行保証保険の場合にあって

は、保険金額）を超過している場合は、

別途、受注者から超過額を徴収するも

のとする。 

額））を記載した保証金請求書（別記様

式４）（履行保証保険の場合にあって

は、保険金請求書（別記様式４）。以下

同じ。）、解除通知の写し及び公共工事

履行保証証券に係る証券（履行保証保

険の場合にあっては、履行保証保険契

約に係る証券）を保険会社に提出し、歳

入徴収官に債権発生の通知を行うもの

とする。なお、保証金請求書及び債権発

生の通知の写しは、工事請負契約書と

一緒に綴っておくものとする。 
 
② （略） 
③ 契約担当官等は、工事請負契約書第４

７条第２項に記載の違約金の金額が保

証金額（履行保証保険の場合にあって

は、保険金額）を超過している場合は、

別途、受注者から超過額を徴収するも

のとする。 

４ 工事完成時の扱い 

（１）・（２） （略） 

（３）金融機関等の保証についての取扱い 

   契約担当官等は、銀行等が保証した場合

にあっては、受注者から工事目的物の引き

渡しを受けたときは、銀行等の保証書（変

更契約書がある場合は、変更契約書を含

む。以下(3)において同じ。）を受注者を

通して銀行等に返還するものとし、保証事

業会社が保証した場合にあっては、受注者

から工事目的物の引渡しを受けた後も、保

証書をそのまま工事請負契約書と一緒に綴

っておくものとする。なお、銀行等の保証

書を受注者に交付する際には、受注者から

保証書を受領した旨の受領書（別記様式

７）を提出させ、受領書及び保証書の写し

を工事請負契約書に綴っておくものとす

る。ただし、電磁的方法による提出の場合

は、この限りでない。 

（４）公共工事履行保証証券及び履行保証保

４ 工事完成時の扱い 

（１）・（２） （略） 

（３）金融機関等の保証についての取扱い 

   契約担当官等は、銀行等が保証した場合

にあっては、受注者から工事目的物の引き

渡しを受けたときは、保証書（変更契約書

がある場合は、変更契約書を含む。以下

(3)において同じ。）を受注者を通して銀

行等に返還するものとし、保証事業会社が

保証した場合にあっては、受注者から工事

目的物の引渡しを受けた後も、保証書をそ

のまま工事請負契約書と一緒に綴っておく

ものとする。なお、銀行等の保証書を受注

者に交付する際には、受注者から保証書を

受領した旨の受領書（別記様式７）を提出

させ、受領書及び保証書の写しを工事請負

契約書に綴っておくものとする。 

 

 

（４）公共工事履行保証証券及び履行保証保
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険についての取扱い 

契約担当官等は、受注者から工事目的物

の引き渡しを受けた後も、公共工事履行保

証証券に係る証券（電磁的方法による提出

の場合はその出力画面又は電磁的記録。異

動承認書がある場合は、異動承認書を含

む。）をそのまま工事請負契約書に綴り、又

は保管しておくとする。 

険についての取扱い 

契約担当官等は、受注者から工事目的物

の引き渡しを受けた後も、公共工事履行保

証証券に係る証券（異動承認書がある場合

は、異動承認書を含む。）をそのまま工事請

負契約書に綴っておくものとする。 

５ 請負代金額の増額変更時の取扱い 

（１）・（２） （略） 

（３）金融機関等の保証についての取扱い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から工事請負

変更契約書案の提出とともに変更契約書

の提出を受けたときは、次に掲げる事項

等に誤りがないかを確認の上、工事請負

契約を変更するものとする。 

イ （略） 

ロ 保証人が、保証書に記載された金融

機関等であること。また、電磁的方法

による提出の場合を除き、押印（印刷

済みのものを含む。）があること。 

  ハ～ホ （略） 

③ 工事請負契約の変更後、変更契約書

（電磁的方法による提出の場合はその出

力書面又は電磁的記録）は、工事請負契

約書と一緒に綴り、又は保管しておくも

のとする。 

（４）公共工事履行保証証券及び履行保証保

険についての取扱い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から異動承認

書の提出を受けたときは、次に掲げる事

項（公共工事履行保証証券の場合にあっ

ては、イからヘ、履行保証保険の場合に

あっては、ロからト）等に誤りがないか

を確認の上、工事請負契約を変更するも

のとする。 

イ （略） 

５ 請負代金額の増額変更時の取扱い 

（１）・（２） （略） 

（３）金融機関等の保証についての取扱い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から工事請負

変更契約書案の提出とともに変更契約書

の提出を受けたときは、次に掲げる事項

等提出書類に誤りがないかを確認の上、

工事請負契約を変更するものとする。 

イ （略） 

ロ 保証人が、保証書に記載された金融

機関等であり、押印（印刷済みのもの

を含む。）があること。 

 

ハ～ホ （略） 

③ 工事請負契約の変更後、変更契約書

は、工事請負契約書と一緒に綴っておくも

のとする。 

 

 

（４）公共工事履行保証証券及び履行保証保

険についての取扱い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から異動承認

書の提出を受けたときは、次に掲げる事

項（公共工事履行保証証券の場合にあっ

ては、イからヘ、履行保証保険の場合に

あっては、ロからト）等提出書類に誤り

がないかを確認の上、工事請負契約を変

更するものとする。 

イ （略） 
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ロ 保証人（履行保証保険の場合にあっ

ては、保険会社）の記名押印（印刷済み

のものを含む。電磁的方法による提出

の場合は保証人の氏名又は名称の記

載）があること。 

ハ～ト （略）  

③ 工事請負契約の変更後、異動承認書

（電磁的方法による提出の場合はその出

力書面又は電磁的記録）は、工事請負契

約書と一緒に綴り、又は保管しておくも

のとする。 

ロ 保証人（履行保証保険の場合にあっ

ては、保険会社）の記名押印（印刷済み

のものを含む。）があること。 

 

 

ハ～ト （略） 

③ 工事請負契約の変更後、異動承認書は、

工事請負契約書と一緒に綴っておくもの

とする。 

６  請負代金額の減額変更時の取扱い 

（１）・（２） （略） 

（３）金融機関等の保証についての取扱い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から変更契

約書の提出を受けたときは、次に掲げ

る事項等に誤りがないかを確認の上、

変更契約書を受理するものとする。 

 

イ （略） 

ロ 保証人が、保証書に記載された金

融機関等であること。また、電磁的

方法による提出の場合を除き、押印

（印刷済みのものを含む。）がある

こと。 

 ハ～ホ （略） 

③ 工事請負契約の変更後、変更契約書

（電磁的方法による提出の場合はその

出力書面又は電磁的記録）は、工事請

負契約書と一緒に綴り、又は保管して

おくものとする。 

（４）公共工事履行保証証券についての取扱

い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から異動承

認書の提出を受けたときは、次に掲げ

る事項等に誤りがないかを確認の上、

異動承認書を受理するものとする。 

６  請負代金額の減額変更時の取扱い 

（１）・（２） （略） 

（３）金融機関等の保証についての取扱い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から変更契

約書の提出を受けたときは、次に掲げ

る事項等提出書類に誤りがないかを確

認の上、変更契約書を受理するものと

する。 

イ （略） 

ロ 保証人が、保証書に記載された金

融機関等であり、押印（印刷済みの

ものを含む。）があること。 

 

 

 ハ～ホ （略） 

③ 工事請負契約の変更後、変更契約書

は、工事請負契約書と一緒に綴ってお

くものとする。 

 

 

（４）公共工事履行保証証券についての取扱

い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から異動承

認書の提出を受けたときは、次に掲げ

る事項等提出書類に誤りがないかを確

認の上、異動承認書を受理するものと
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イ （略） 

ロ 保証人の記名押印（印刷済みのも

のを含む。電磁的方法による提出の

場合は保証人の氏名又は名称の記

載）があること。 

ハ～ヘ （略） 

③ 工事請負契約の変更後、異動承認書（電

磁的方法による提出の場合はその出力書

面又は電磁的記録）は、工事請負契約書

と一緒に綴り、又は保管しておくものと

する。 

する。 

   イ （略） 

ロ 保証人の記名押印（印刷済みのも

のを含む。）があること。 

 

 

ハ～ヘ （略） 

③ 工事請負契約の変更後、異動承認書

は、工事請負契約書と一緒に綴っておく

ものとする。 

７ 工期延長時の取扱い 

（１）金融機関等の保証についての取扱い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から工事請

負変更契約書案の提出とともに変更契

約書の提出を受けたときは、次に掲げ

る事項等に誤りがないかを確認の上、

工事請負契約を変更するものとする。 

 

イ （略） 

 ロ 保証人が、保証書に記載された金

融機関等であること。また、電磁的

方法による提出の場合を除き、押印

（印刷済みのものを含む。）がある

こと。 

 ハ～ヘ （略） 

③ 工事請負契約の変更後、変更契約書

（電磁的方法による提出の場合はその

出力書面又は電磁的記録）は、工事請

負契約書と一緒に綴り、又は保管して

おくものとする。 

（２）公共工事履行保証証券についての取扱

い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から異動承

認書の提出を受けたときは、次に掲げ

る事項等に誤りがないかを確認の上、

７ 工期延長時の取扱い 

（１）金融機関等の保証についての取扱い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から工事請

負変更契約書案の提出とともに変更契

約書の提出を受けたときは、次に掲げ

る事項等提出書類に誤りがないかを確

認の上、工事請負契約を変更するもの

とする。 

イ （略） 

 ロ 保証人が、保証書に記載された金

融機関等であり、押印（印刷済みの

ものを含む。）があること。 

  

 

ハ～ヘ （略） 

③ 工事請負契約の変更後、変更契約書

は、工事請負契約書と一緒に綴ってお

くものとする。 

 

 

（２）公共工事履行保証証券についての取扱

い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から異動承

認書の提出を受けたときは、次に掲げ

る事項等提出書類に誤りがないかを確
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工事請負契約を変更するものとする。 

 

イ （略） 

   ロ 保証人の記名押印（印刷済みのも

のを含む。電磁的方法による提出の

場合は保証人の氏名又は名称の記

載）があること。 

   ハ～ヘ （略） 

③ 工事請負契約の変更後、異動承認書

（電磁的方法による提出の場合はその

出力書面又は電磁的記録）は、工事請

負契約書と一緒に綴り、又は保管して

おくものとする。 

認の上、工事請負契約を変更するもの

とする。 

イ （略） 

   ロ 保証人の記名押印（印刷済みのも

のを含む。）があること。 

    

 

ハ～ヘ （略） 

③ 工事請負契約の変更後、異動承認書

は、工事請負契約書と一緒に綴ってお

くものとする。 

 

８ 工期短縮時の取扱いについて 

（１）金融機関等の保証についての取扱い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から変更契

約書の提出を受けたときは、次に掲げ

る事項等に誤りがないかを確認の上、

変更契約書を受理するものとする。 

 

イ （略） 

 ロ 保証人が、保証書に記載された金

融機関等であること。また、電磁的

方法による提出の場合を除き、押印

（印刷済みのものを含む。）がある

こと。 

 ハ～へ （略） 

③ 工事請負契約の変更後、変更契約書

（電磁的方法による提出の場合はその

出力書面又は電磁的記録）は、工事請

負契約書と一緒に綴り、又は保管して

おくものとする。 

（２）公共工事履行保証証券についての取扱

い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から変更契

約書の提出を受けたときは、次に掲げ

る事項等に誤りがないかを確認の上、

８ 工期短縮時の取扱いについて 

（１）金融機関等の保証についての取扱い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から変更契

約書の提出を受けたときは、次に掲げ

る事項等提出書類に誤りがないかを確

認の上、変更契約書を受理するものと

する。 

イ （略） 

 ロ 保証人が、保証書に記載された金

融機関等であり、押印（印刷済みの

ものを含む。）があること。 

 

 

 ハ～へ （略） 

③ 工事請負契約の変更後、変更契約書

は、工事請負契約書と一緒に綴ってお

くものとする。 

 

 

（２）公共工事履行保証証券についての取扱

い 

①（略） 

② 契約担当官等は、受注者から変更契

約書の提出を受けたときは、次に掲げ

る事項等提出書類に誤りがないかを確
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異動承認書を受理するものとする。 

 

イ （略） 

   ロ 保証人の記名押印（印刷済みのも

のを含む。電磁的方法による提出の

場合は保証人の氏名又は名称の記

載）があること。 

   ハ～へ （略） 

③ 工事請負契約の変更後、異動承認書（電

磁的方法による提出の場合はその出力書

面又は電磁的記録）は、工事請負契約書

と一緒に綴り、又は保管しておくものと

する。 

認の上、異動承認書を受理するものと

する。 

イ （略） 

   ロ 保証人の記名押印（印刷済みのも

のを含む。）があること。 

    

 

ハ～へ （略） 

③ 工事請負契約の変更後、異動承認書は、

工事請負契約書と一緒に綴っておくものと

する。 

９ 履行遅滞時の取扱い 

（１）金融機関等の保証についての取扱い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から変更契

約書の提出を受けたときは、次に掲げ

る事項等に誤りがないかを確認の上、

変更契約書を受理するものとする。 

 

イ （略） 

 ロ 保証人が、保証書に記載された

金融機関等であること。また、電

磁的方法による提出の場合を除

き、押印（印刷済みのものを含

む。）があること。 

 ハ～ヘ （略） 

③ 工事請負契約の変更後、変更契約書

（電磁的方法による提出の場合はその

出力書面又は電磁的記録）は、工事請

負契約書と一緒に綴り、又は保管して

おくものとする。 

（２）公共工事履行保証証券についての取扱

い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から異動承

認書の提出を受けたときは、次に掲げ

る事項等に誤りがないかを確認の上、

９ 履行遅滞時の取扱い 

（１）金融機関等の保証についての取扱い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から変更契

約書の提出を受けたときは、次に掲げ

る事項等提出書類に誤りがないかを確

認の上、変更契約書を受理するものと

する。 

イ （略） 

 ロ 保証人が、保証書に記載された金

融機関等であり、押印（印刷済みの

ものを含む。）があること。 

 

 

ハ～ヘ （略） 

③ 工事請負契約の変更後、変更契約書

は、工事請負契約書と一緒に綴ってお

くものとする。 

 

 

（２）公共工事履行保証証券についての取扱

い 

① （略） 

② 契約担当官等は、受注者から異動承

認書の提出を受けたときは、次に掲げ

る事項等提出書類に誤りがないかを確
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異動承認書を受理するものとする。 

 

イ （略） 

ロ 保証人の記名押印（印刷済みのも

のを含む。電磁的方法による提出の

場合は保証人の氏名又は名称の記

載）があること。 

ハ～へ （略） 

③  工事請負契約の変更後、異動承認書

（電磁的方法による提出の場合はその

出力書面又は電磁的記録）は、工事請

負契約書と一緒に綴り、又は保管して

おくものとする。 

認の上、異動承認書を受理するものと

する。 

イ （略） 

ロ 保証人の記名押印（印刷済みのも

のを含む。）があること。 

 

 

ハ～へ （略） 

③ 工事請負契約の変更後、異動承認書

は、工事請負契約書と一緒に綴ってお

くものとする。 

 

10 （略） 10 （略） 

別記様式１ 

（Ａ４） 

 保管金提出書 番号（削る）年度 第 号 

（略） 

別記様式１ 

（Ａ４） 

 保管金提出書 番号 平成 年度 第 号 

（略） 

別記様式２ 

（Ａ４） 

（削る） 年 月 日 

 

 

歳入歳出外現金出納官吏 殿 

 

 契約担当官等   

 官 職 氏 名 

 

契約保証金に係る保管金の歳入の納入につい

て（依頼） 

 

会計法第２９条の９の規定により納付さ

れた下記保管について、債務不履行により

当該 契約を解除したので、歳入の納入を

取り計らわれたい。 

記 

提出書番号 
（当初） 

（削る） 

年度 第 号 
種目 契約保証金 

提出年月日 （削る） 保管金の 円 

別記様式２ 

（Ａ４） 

平成 年 月 日 

 

 

歳入歳出外現金出納官吏 殿 

 

 契約担当官等   

 官 職 氏 名 

 

契約保証金に係る保管金の歳入の納入につい

て（依頼） 

 

会計法第２９条の９の規定により納付さ

れた下記保管について、債務不履行により

当該 契約を解除したので、歳入の納入を

取り計らわれたい。 

記 

提出書番号 
（当初） 

平成 年度 

第  号 
種目 契約保証金 

提出年月日 平成 年  保管金の 円 
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（当初） 年 月 日  
金  額 

提出者氏名 

 

 

 

（当初） 月 日  
金  額 

提出者氏名 

 

 

別記様式３ 

（Ａ ４） 

（削る） 年 月 日 

 

（略） 

 

別記様式３ 

（Ａ ４） 

平成 年 月 日 

 

（略） 

 

別記様式４ 

（Ａ ４） 

 

保証金（保険金）請求書 

 

（削る） 年 月 日 

（略） 

 

別記様式４ 

（Ａ ４） 

 

保証金（保険金）請求書 

 

平成 年 月 日 

（略） 

 

別記様式５ 

（Ａ ４） 

 

保管金払渡請求書 

 

(払渡の事由) 

歳入歳出外現金出納官吏  

官職 氏名   殿 

 

 年  月  日 

 

  住所 

   氏名 

 

上記事由により、下記保管金を下記振込先

に振込んでください 

 

  金               

別記様式５ 

（Ａ ４） 

 

保管金払渡請求書 

 

(払渡の事由) 

歳入歳出外現金出納官吏  

官職 氏名   殿 

 

 年  月  日 

 

  住所 

   氏名 

 

上記事由により、下記保管金を下記振込先

に振込んでください 

 

  金               
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   保管金提出書の （削る） 年 月 日 

日付及び番号  （削る） 年度 第 号 

 

（略） 

 

   保管金提出書の 平成 年  月 日 

日付及び番号  平成 年度 第 号 

 

（略） 

 

別記様式６ 

（削る） 年 月 日 

（略） 

 

別記様式６ 

平成 年 月 日 

（略） 

 

別記様式７ （略） 別記様式７ （略） 

別記様式８ 

（Ａ ４） 

（削る） 年 月 日 

 

（ 保 険 会 社 名 ）御中 

 

住 所 

氏 名 契約担当官等 官職 氏名 （印） 

 

 下記保証契約の内容変更について承認する。 

 

記 

 

 １ 変更する保証契約の内容 

（１）証券番号        ： 

（２）保証委託者又は債務者名 ： 

（３）工事名         ： 

 

２ 保証契約内容変更の承認事項（該当箇所

の□に∨を記入する。） 

 

 □保証金額の減額〈減額前の保証金額： 円〉 

                〈減額後の保証金額： 円〉 

 □保証期間の短縮〈短縮前の保証期間の終期 

（削る） 年 月 日〉 

                〈短縮後の保証期間の終期 

（削る） 年 月 日〉 

 □ その他 

 （               ） 

別記様式８ 

（Ａ ４） 

平成 年 月 日 

 

（ 保 険 会 社 名 ）御中 

 

住 所 

氏 名 契約担当官等 官職 氏名 （印） 

 

 下記保証契約の内容変更について承認する。 

 

記 

 

 １ 変更する保証契約の内容 

（１）証券番号        ： 

（２）保証委託者又は債務者名 ： 

（３）工事名         ： 

 

２ 保証契約内容変更の承認事項（該当箇所

の□に∨を記入する。） 

 

 □保証金額の減額〈減額前の保証金額： 円〉 

                〈減額後の保証金額： 円〉 

 □保証期間の短縮〈短縮前の保証期間の終期 

平成 年 月 日〉 

                〈短縮後の保証期間の終期 

平成 年 月 日〉 

 □ その他 

 （               ） 
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[注]  証券番号については、証券番号がある

場合にのみ記載する。 

 

[注]  証券番号については、証券番号がある

場合にのみ記載する。 

 

別添１ 保管金領収証書例 

保管金領収証書 

（Ａ ６） 

別添１ 保管金領収証書例 

保管金領収証書 

（Ａ ６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添２  現場説明書記載例 

○契約の保証について 

（１） （略） 

（２）（１）の規定による金融機関等が交付

する金融機関等の保証に係る保証書、保険

会社等が交付する公共工事履行保証証券に

係る証券又は保険会社が交付する履行保証

保険契約に係る証券の提出に代えて、電磁

的方法（電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法を

いう。）であって金融機関等が定め契約担当

官等の認める措置を講ずることができる。

この場合において、落札者は当該保証書又

は証券を提出したものとみなす。 

（３）（１）の規定にかかわらず、予算決算

別添２  現場説明書記載例 

○契約の保証について 

（１） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）（１）の規定にかかわらず、次の①又
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及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）

第 100 条の２第１項第１号の規定により

工事請負契約書の作成を省略することが

できる工事請負契約である場合は、契約

の保証を付さなくてもよいものとする。 

（削る） 

 

 

 

 

  （削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

は②のいずれかに該当する場合は、契約

の保証を付さなくてもよいものとする。 

 

 

 

① 予算決算及び会計令（昭和 22年勅

令第 165 号）第 100 条の２第１項第

１号の規定により工事請負契約書の

作成を省略することができる工事請

負契約である場合 

  ② 落札者が共同企業体である場合。た

だし、当該共同企業体の構成員の全部

が中小企業者（中小企業基本法（昭和

３８年法律第１５４号）第２条第１項

に規定する会社及び個人をいう。）で

あって、その数が３人以下である場合

又は構成員のうち工事施工能力が最低

と認められる者の等級（契約業者取扱

要領（昭和５５年１２月１日付け港管

第３７２２号）第６条、数値の算定及

び格付け要領（昭和５５年１２月１日

付け港管第３７２２号）第５条の規定

により付された等級をいう。）が当該

共同企業体の等級より２等級以上下位

であるものを含む場合を除く。 

 

附 則 

  本通達は、令和４年４月１９日以降から施行する。それ以前のものについては、従前の例に

よる。 


